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各種意識調査結果の概要
復興の目標 施策の方向性 各種意識調査等からみた施策の課題等

３．市民協働による災害に強

い地域づくり

【市民アンケート調査】

○「災害への備えが大切と感じた」ことに「大いにあてはまる」「あてはまる」と答えた人が全体の 94.5％。

○「普段からの地域コミュニティの大切さを感じた」ことに「大いにあてはまる」「あてはまる」と答えた人が全体の 85.3％。

○「震災の際に人々が協力し合えたことで、浦安市民であることに誇りを持った」ことに「大いにあてはまる」「あてはまる」と答えた人が全体の 64.9％。

【市職員アンケート調査】

○今後、『新たな機能や付加価値をつけた復旧を目指すために重点的に取り組む施策』として、「液状化対策への取り組み」（58％）に次いで「市民の自助・共助による防災まちづく

り、地域コミュニティや防災リーダーの育成」（57％）、「更なる災害に備えた防災・減災まちづくり」（45％）が多い。

(1)今回の震災

における検

証を踏まえ

た、行政・

市民・事業

者の防災体

制の確立・

強化

【市民アンケート調査】

○「普段からの地域コミュニティの大切さを感じた」ことに「大いにあてはまる」「あてはまる」と答えた人が全体の 85.3％。

○将来の災害に備えて『地域組織（自治会）･市民団体に期待すること』として、「情報提供手法の検討」（50.5％）が最も多く、次いで「備蓄･資機材の拡充」（48.7％）が多くあげら

れた。

○将来の災害に備えて『市の対策で期待すること』として、第１位の「道路等の耐震・液状化対策」（84.3％）に次いで、「非常用生活設備の確保」（58.7％）、「情報収集・伝達体制の

強化」（36.7％）、「避難所の機能の設備・運営体制等の強化」（35.3％）、「複合災害への避難対策」（32.7％）が多くあげられている。「地域コミュニティにおける自主防災対策への支

援」は 10.5％、「災害時の他自治体との連携強化」は 9.6％に止まる。

【市職員アンケート調査】

○今回の震災後の応急・復旧活動の経験から、応急活動体制の立上げ・運営の課題等について、次のような職員の意見・提案がある。

■ 防災対応マニュアル等の見直し・充実による行政の初動体制の再構築、及びマニュアルに基づく実践的訓練等による災害時の各職員の役割・行動の継続的な確認が必要

・災害発生時の各課・各職員の役割や行動について職員の認識不足があった

・マニュアル通りの初動体制の構築が困難であった

・災害対策本部と各部署との連絡・情報共有に遅れや混乱があった

・各部署における指揮命令系統に混乱があった、等

■ 応援職員の派遣・職員管理体制の確立が必要

・応援職員の動員・配置体制に偏りが生じた

・長期にわたる災害対応業務に備えた職員の管理体制・仕組みができていなかった

・夜間の災害発生等に対応できる職員参集体制、より大規模な災害に際しての行政バックアップ体制の検討が必要

・行政のバックアップ体制の検討が必要、等

○今後、重点的に取り組む施策として、第２位（57％）に挙げられた「市民の自助・共助による防災まちづくり、地域コミュニティや防災リーダーの育成」について、次のような意

見・提案がある。

・人と人、地域の絆づくりを重視した復興への取り組みが必要

・災害時の応急・復旧対応には行政対応（公助）だけでは困難で、市民の自助、地域における共助との連携が不可欠

・各地域での応急・復旧活動の状況を検証し、災害時の地域防災体制づくりを進めることが必要

・自助・共助・公助の確立と相互の連携体制づくりを進めることが必要

・市民・事業者の自助・共助への意識啓発が必要

・地域の防災リーダーの存在が重要で、地域の防災リーダーの育成が必要

・地域での日常的なコミュニケーション・情報伝達体制の育成が必要

・災害時の共助の要となる地域コミュニティの育成が必要

・今回の震災を教訓とした実践的な地域防災訓練などの取り組みが必要

・自治会等を中心とした地域防災体制づくりが必要

・避難所開設・運営体制の再構築が必要

・自治会等の地域組織相互の連携体制の構築が必要、等

【グループインタビュー】

○「子供にもわかるような実践的な防災訓練をしてほしい（エレベーターに閉じ込められた場合、ベランダからの避難の仕方）」（小学生）

○「自治会は高齢者対策に力を入れているようで子育て家庭は軽視されているようだ」（子育て世代）

○「ＢＣＰ（事業継続計画）は今後の課題。鉄鋼団地協同組合で研究しているところである」（浦安鉄鋼団地協同組合）

○「どの程度備蓄すればよいのかわからないので市が指導してほしい」（浦安鉄鋼団地協同組合）
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復興の目標 施策の方向性 各種意識調査等からみた施策の課題等

(2) 行 政 ・ 市

民・事業者

等の連携強

化

【市職員アンケート調査】

○今回の震災後の応急・復旧活動の経験から、自治会等との連絡・連携体制の課題等について、次のような職員の意見・提案がある。

■ 自治会等との連絡・情報共有体制の強化が必要

・自治会や協力事業者、関係機関との地域防災無線での連絡もうまく機能しないことが多かった

・自治会等との日常的な連絡・情報共有体制の強化が必要

■ 地域における自主防災組織の災害対応体制の再構築が必要

・自治会を中心とした地域活動団体の日常的な連絡・情報共有体制の強化が必要

・自主防災組織における災害対策マニュアル作成や災害時の実践的訓練が必要

(3)情報収集・

伝達のしく

みの強化

【市民アンケート調査】

○震災後の情報入手手段として多くの人が挙げたのは「マスメディア（43.8％）」「市のホームページ（39.9％）」「防災無線（38.3％）」「重要なお知らせメール（34.5％）」。

○ただし、情報入手手段には年代別に違いがある。

・「市のホームページ」「重要なお知らせメール」を挙げた人は 20～30 代、40～50 代の人の４～５割に上るが、60代以上ではいずれも約２割と低くなる。

・20～30 代では「ブログ･ＳＮＳなど」を挙げた人が 31.3％と多世代に比べて高かった。

・60代以上では「広報うらやす」「自治会からの回覧」を挙げる人が約３割で、多世代に比べ高かった。

○自由意見において、「防災無線が聞こえなかった」との意見が多数寄せられた。

【市職員アンケート調査】

○今回の震災後の応急・復旧活動の経験から、本市の災害時の情報収集・伝達体制や市民への広報・相談体制の課題等について、次のような職員の意見・提案がある。

ア．発災時の情報収集・伝達対応について（災害情報、被害情報等の収集・伝達、等）

■各部署や各施設で職員が迅速に災害情報を得られるシステムの構築が必要

■ 市役所（災害対策本部）と避難所への直行職員や市内各施設、関係機関等との連絡手段・体制の再構築が必要

・市役所（災害対策本部）と避難所への直行職員や各施設（出先機関）等との連絡手段が途絶・不足した

・災害対策本部と各部署との情報共有、各部署内部での職員間の情報共有がうまくできなかった

イ．広報・相談対応について（市民への広報、報道機関への対応、被災者等からの問い合わせ・相談・苦情、等）

■ 市民への迅速・正確な情報伝達手段・体制の再構築が必要

・防災行政無線（防災うらやす）が聞こえにくかった

・今回の震災では、インターネット・携帯メールでの情報提供が可能で効果的だった

・インターネットや携帯電話も使えないケースでの市民への情報提供手段の工夫が必要

・市民への情報発信の管理責任体制の早期構築が必要

■ 災害時の市民の問い合わせ・苦情への対応体制・仕組みの強化が必要

・市民の問い合わせや苦情への初動対応に混乱がみられた

・問い合わせ等の対応マニュアル化等の工夫があった

■ 上下水道・道路等の復旧情報の迅速・正確な情報提供体制・仕組みの強化が必要

・水道・電気・ガス等の関係事業者との役割分担・連携体制が不十分

・避難所や給水所等の現場への上下水道・道路等の復旧情報の伝達が遅れた

・ホープページのグーグルマップでの情報提供等の工夫があった

【Ｕモニアンケート調査（震災直後編）】

○震災直後に困ったこととして、「携帯電話（含むメール）、一般加入電話の不通」が第２位（39％）に挙げられている。

【Ｕモニアンケート調査（応急復旧編）】

○応急復旧の間の災害情報の入手手段として、「重要なお知らせメール」（55％）が最も多く、次いで「市のホームページ」（52％）、「防災行政無線からの放送」（41％）の順で多い。ま

た、「市公式ツイッター」も 21％で第５位となっている。

【障がい者福祉計画ヒアリング】

○防災無線や広報車の音声が聞き取りにくい、文字情報がないなど、非常時の市からの情報提供に不安がある。

【グループインタビュー】

○「高齢者には防災無線は聞こえない。災害メールも使えない人が多い。タイムリーに正確な情報が伝わるよう、複数の種類での情報提供を工夫する必要がある」（介護事業者）

○「地域情報提供をタイムリーに行なってほしい。インターネットを使った情報発信を充実させたい」（子育て世代）

○「自治会がマンションの 1階に掲示した文字情報が役に立った」（子育て世代）

○「防災無線の多言語化が必要」（在住外国人）

○「国際センター図書館（英字新聞を見るため）、パソコンセンターを震災時も開設してほしい」（在住外国人）
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復興の目標 施策の方向性 各種意識調査等からみた施策の課題等

(4)災害の特性

を考慮した

避難対策・

要援護者の

安全確保対

策の強化と

円滑な避難

所開設・運

営体制の確

立

【市職員アンケート調査】

○今回の震災後の応急・復旧活動の経験から、本市の市民等の避難対策の課題等について、次のような職員の意見・提案がある。

■ 避難所となる小中学校における円滑な避難所開設体制の構築が必要

・小中学校等の避難所となる施設の現場で、適時に災害情報が得られないケースがあった

・避難所開設における市職員（直行職員、避難所対応職員、等）と学校施設の教職員等との役割分担・連携手順が不明確で連携がうまくできなかった

・避難所開設に際して直行職員のマンパワーが不足したケースもみられた

・市職員（直行職員、避難所対応職員、等）が避難所開設手順や担当する学校施設（防犯解除方法、体育館や備蓄倉庫等の鍵の所在、防災無線の所在・使用方法、等）の状況に理解

不足があった

・避難所の開設を担う市職員や教職員が防災備蓄の内容や使用方法を理解していなかった

・小中学校における児童・生徒の安全確保と避難所開設について、対応職員の役割分担や学校施設利用の調整が必要、等

■ 避難所となる施設と災害対策本部との連絡手段・体制の再構築が必要

・避難所における地域防災無線を市職員等がうまく使えなかった

・災害対策本部における避難所中継本部の機能ができていなかった

・市職員が小中学校のパソコンで市役所にメールできなかった、等

■ 避難所の運営体制の構築が必要

・避難所運営における市職員、教職員、避難住民の役割や運営を指揮するリーダーの位置づけが不明確であった

・避難者の管理・支援、ボランティア受入体制ができていなかった

・避難所運営等における配置職員の引継・交代体制ができていなかった

・地域による避難者の特性を想定した避難所開設・運営体制の検討が必要

・市職員、教職員、避難住民の避難所の開設・運営マニュアルづくりと実践的訓練が必要

・避難所における要援護者の支援体制が必要

・避難に際してのペット対策の検討が必要、等

■ 避難所の備蓄の定期的検査や備蓄内容の見直しが必要

・防災備蓄で使えないもの、不足するものがあった

・職員等が備蓄の資機材等の使用方法がわからないことがあった

・避難生活、給水支援、噴砂処理等に必要な備品や資機材等について現場での様々な工夫があった、等

■ 学校施設の避難所等としての設備の充実や施設利用のルールづくりが必要

・震災後の学校施設等の安全確認の体制や時間的余裕がなかった

・校庭等の液状化で避難や仮設トイレ設置等が困難なケースがあった

・長期の避難生活を想定した避難所となる施設・設備の改善が必要

・職員や避難者が災害情報を得られる設備の確保が必要

・避難所等としての学校施設利用のルールづくりが必要、等

■ 津波等の複合災害を想定した避難誘導対策の検討が必要

・今回、震災発生後の津波警報発令に際して、幼稚園・保育園の園児の二次避難に混乱があった

・津波に対する避難場所や避難誘導体制の明確化が必要、等

【市民アンケート調査】

○自由意見欄に将来の津波被害を心配する意見が多数寄せられている。

【グループインタビュー】

○「公園は避難場所なのに、液状化で使えなくなった。こういったことを想定して避難場所を指定すべき」（小学生）

○「地震が起きた時にどこに行ったらよいか分かる『徒歩帰宅マップ』をつくりたい」「いつもここで地震にあったらどうやって逃げるか、ということをチェックすることが大事」（小

学生）

○「津波に備え小学校と近くの中高層マンションとで避難協定を結んではどうか」（子育て世代）

○「新町には高いマンションがあるが、オートロックで入ることができない」（子育て世代）

○「自治会が開設した避難所は、子供が多い家庭は利用しにくかった」（子育て世代）

○「指定避難場所はあるが、寒さ対策も食料もなく、高齢者が避難できる状況でなかったとの話を聞いた」（介護事業者）

○「津波対応は、市で作成している方針に基づいて考えていくので、情報を共有したい」（舞浜リゾート協議会）
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復興の目標 施策の方向性 各種意識調査等からみた施策の課題等

４.震災の教訓をバネにした次

世代につなぐ持続可能な都

市づくり

【市民アンケート調査】

○復興に向けた施策として、『都市基盤施設の復興以外で重視すべき』ものとして、「将来の災害に備えた防災対策の強化（液状化対策を含む）」（77.0％）が最も多い。次いで「良好な

住環境・質の高い都市空間の再生」（38.3％）、「原発事故の影響への対応」（30.1％）、「地域イメージの向上」（28.5％）が多くなっている。

○『将来起こり得る災害に備えた市が実施する対策』として、「道路等の耐震・液状化対策」が 84.3％と最も多く、次いで「非常用生活設備の確保（自立型発電機、災害時用汚水処理

施設の導入等）」が 58.7％と多くなっている。

【市職員アンケート調査】

○今後、『新たな機能や付加価値をつけた復旧を目指すために重点的に取り組む施策』として、「液状化対策への取り組み」（58％）、及び「市民の自助・共助による防災まちづくり、地

域コミュニティや防災リーダーの育成」（57％）、「更なる災害に備えた防災・減災まちづくり」（45％）が多い。次いで、「復旧・復興財源の確保」（37％）、「災害時緊急医療機関の防

災対策の充実」（34％）が多くなっている。

(1) 震災を乗

り越え持続

可能な環境

都市への展

開

【市民アンケート調査】

○『東日本大震災後１か月の間』で困ったこととして、「上下水道が使えなくなったこと」が 79.4％と最も多く、将来の災害に備えて『市の対策で期待すること』として、第２位に

「非常用生活設備の確保」（58.7％）が多くあげられている。

【市職員アンケート調査】

○今後、『新たな機能や付加価値をつけた復旧を目指すために重点的に取り組む施策』として、「省エネルギーや再生可能エネルギー利用の促進」に 23％の回答があり、次のような意見

提案があった。

・電力不足の経験等を踏まえて省エネルギーや再生可能エネルギー利用の促進が必要

・家庭や事業所における省エネルギー、再生可能エネルギー利用の促進が必要

・再生可能エネルギー利用のモデル的な取り組み、自然を生かした海岸保全へのモデル的な取り組みも必要

・自立型エネルギー源の確保が必要、等

○また、「噴砂の再利用、処理対策」に 21％の回答があり、次のような意見提案があった。

・噴砂の処理・再利用への取り組みが必要

・噴砂の特性を活かした再利用・処理方法の検討・研究が必要

・噴砂の保管状況の改善、保管・活用にあたっての性状調査が必要、等

【Ｕモニアンケート調査（震災直後編）】

○震災直後に困ったこととして、「電気・ガス・水道などが使えなかった」が 43％と最も多くなっている。

【「0311 そのときあなたは？ 子育て世代の声」（子育て応援メッセ実行委員会）】

○今後の災害時に備えて行政に対応してもらいたい支援・体制について、「こどもの飲料水」が最も多く 71％となっている。

【「東日本大震災」緊急アンケート（浦安商工会議所）】

○計画停電により営業に支障があるという回答が一番多く、営業または操業に支障があるものとしては「電気」（36％）「水道」（31％）「下水道」（25％）となっている。

【グループインタビュー】

○「道路が真っ暗になったので、停電時も点く太陽光を利用した街灯をもっと増やしてほしい」（小学生）

○「当ホテルは、自家発電を持っているが、燃料は重油のため、調達が大きな課題だった」（舞浜リゾート協議会）

○「東京都で検討しているように、複数の電力供給の仕組みがあるとよい」（舞浜リゾート協議会）

○「トイレが使えなかったことが一番不便だった」（浦安鉄鋼団地協同組合）

(2)地域特性や

資源を活か

した魅力の

創生

【市民アンケート調査】

○復興に向けた施策として、『都市基盤施設の復興以外で重視すべき』ものとして、第２位に「良好な住環境・質の高い都市空間の再生」（38.3％）、第４位に「地域イメージの向上」

（28.5％）が多くなっている。

【市職員アンケート調査】

○今後、『新たな機能や付加価値をつけた復旧を目指すために重点的に取り組む施策』として、「良好な住環境・高質な都市空間の再生」6.1％、「浦安ブランドの再生・創生」9.2％等

の回答であった。

(3) 地域産業

の活性化

【グループインタビュー】

○「舞浜ホテル群は、全国への波及が大きいので情報の連携を総合的に行っていきたい」「情報発信が統一的に行えるとよかった」（舞浜リゾート協議会）

○「橋が落ちた時に備え、海からのアクセスを確保すべき」「鉄鋼通り地区の企業岸壁が利用できるため、ここを緊急時に利用できるように」（浦安鉄鋼団地協同組合）

○「災害時に避難するルートは陸路しかない。災害時には海から避難できるようぜひ検討すべき」（舞浜リゾート協議会）
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復興の目標 施策の方向性 各種意識調査等からみた施策の課題等

(4)震災の経験

を後世にも

伝える生涯

防災・環境

教育の推進

【市職員アンケート調査】

○今後、『新たな機能や付加価値をつけた復旧を目指すために重点的に取り組む施策』として、「震災の記憶を風化させない防災教育、震災アーカイブづくり」に 22％の回答があり、次

のような意見提案があった。

・震災の経験・教訓を忘れず、次の災害時に活かすことが必要

・災害発生時に、こどもひとりの時も自ら判断して身の安全を守る行動できる防災教育が必要

・児童・生徒と教職員の防災教育が必要

・学校・家庭・地域が連携した防災教育が必要

・幼児と保育士の防災教育が必要

・保育園や学校以外での子どもたちの安全確保・避難誘導方策の確立が必要

・市民の実践的な防災教育・防災訓練が必要

・震災の教訓を風化させない継続的な取り組みが必要

・震災の検証・記録と継続的な活用・伝承が必要、等

(5) 大災害時

でも粘り強

く対応でき

る地域内統

治体制の整

備

【グループインタビュー】

○「災害時の要介護者の支援について、市施設、介護事業所、病院の協力・連携体制が不十分だった」（介護事業者）

【障がい者福祉計画ヒアリング】

○災害時のボランティアを速やかに頼める体制の整備が求められている。

○緊急時に支援が必要な対象者を普段から把握しておくことが求められている。

【公立保育園フォーラムアンケート】

○全体の 53％が「再び震災が発生し、保育所が休園となった場合に、保育を必要とする保護者を支援する対策」を希望している。

５.復興計画の推進に向けて

１．復興事業

計画と財源

【市職員アンケート調査】

○今後、重点的に取り組む施策として、「復旧・復興財源の確保」（37％）が第４位に多くなっている。

○都市基盤施設等の復旧・復興事業の実施と財源との関係について、次のような意見がある。

・都市基盤施設等の新たな機能や付加価値の付与は、長期的視点で財政状況等を踏まえ、段階的な取り組みが必要

・復旧費用に莫大な財源が必要で、今後の財政状況を想定すると都市基盤施設の付加価値等への投資余力はない

・将来の震災発生による被害の可能性も考慮しつつ、費用対効果を踏まえて都市基盤施設の原状復旧が現実的

・都市基盤施設の復旧に付加価値を講じることに資金を投じるよりも他に実施すべき施策がある、等

【市民アンケート調査】

○復興にあたっての財源確保について、次のような回

答傾向がみられた。

・「行政サービスの一部を市民やＮＰＯ等が担う」について、『大いに重視すべき』『重視すべき』との回答が 74.1％を占める。

・一方で、「市として借金をする」について『大いに重視すべき』『重視すべき』との回答は 20.0％、「復興費用を削減し、必要最小限の施策を行う」は 28.5％、「各種料金の見直し

等による財源を確保する」は 34.4％、「新たな税制を導入し財源を確保する」は 34.6％、「行政サービスの質を落として財源を確保」は 42.1％となっている。

【Ｕモニアンケート調査（震災復興編）】

○復興にあたって市がとるべき手法として、「NPO 活動団体の活用や、PFI、PPP などの導入により、効率的な行政運営を図る」が最も多く 57％、次いで「行政主導による、協働を主体

とした行政運営を図る」が 32％となっており、「行政主体で進める」は 9％となっている。


